
各部署から予算要求された新規事業の数と事業費
（一般会計・特別会計）

表３

Ａ
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（一般会計）

一般財源

【うち特別会計への繰出】

9億3,432万円

【8,867万円】

1億6,076万円

【2,259万円】

1,827万円

【1,047万円】

1,359万円

【0円】

11億2,694万円

【1億2,173万円】

※金額の端数は四捨五入

※要求事業費は、３１年１月１１日現在

（特別会計）

一般財源
【うち一般会計からの繰入】

8,867万円

【8,867万円】

2,259万円

【2,259万円】

1,047万円

【1,047万円】

0円

【0円】

1億2,173万円

【1億2,173万円】

※金額の端数は四捨五入

※要求事業費は、３１年１月１１日現在

1,359万円 0円

1,827万円

8億1,960万円 5億6,233万円 25億887万円 6億663万円

6億663万円

1億6,296万円 0円

23億1,405万円

0円

1

220万円 0円

合計 154

0円 0円Ｃ

8億8,058万円 0円

優先度 事業数 地方債
（市債）

合計 債務負担

Ａ 22 5億4,880万円 2億4,311万円

その他
（受益者負担等）

要求事業費

0円 0円 1,047万円 0円

ＡＢ 3 0円 5万円 2,264万円 0円

Ｂ 2

0円

合計 27 5億4,880万円 2億4,316万円 9億1,369万円 0円

Ｃ 0 0円 0円 0円

8億1,740万円 5億6,233万円

0円 0円

Ａ

ＡＢ

Ｂ

125

21

7

優先度ランク

優先度 事業数 地方債
（市債）

その他
（受益者負担等）

合計 債務負担

要求事業費

事業採択の考え方に基づき、事業の必要性が高く、平成３１年度に実施する事業・・・（採択）

事業採択の考え方に基づき、事業の必要性は高いが、必要性や緊急度等を精査の結果、他のＡランクの事業に比べると平成３１年度に実施する必
要性が低いと考えられる事業（２０２０年度以降に実施）・・・（実施年度を先送りした採択）

事業採択の考え方に基づき、事業の必要性はあるが、平成３１年度に実施する必要性が低いと考えられる事業・・・（次期実施計画で再検討）

事業の必要性が低い、若しくはないと考えられる事業・・・（不採択）


